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１．はじめに

　日本国内では一時のブームは過ぎた感がある

が、ビジネス界におけるムスリム対応は静かに

かつ着実に進行している。そのことを、今回、

浅草で開催された第４回ハラールエキスポジャ

パン 2017に参加して実感した。

イスラム教徒のことをアラビア語でムスリム

と言う。イスラム教徒の人口は日々 増え続けて

いて、2010年の約16億人から2030年には約22億

人になると言われている。 これは、米国の

Pew Research Center の予測によるものであ

るが、世界人口に占めるムスリムの割合は、

2010年の23.4％から2030年には26.4％になると

見込まれている１。いずれ世界人口の４人に１

人はムスリムになるということである。このこ

とを一早く認識した欧米の多国籍企業は、すで

に様 な々ムスリム対応を世界各地で行ってい

る。日本企業、日系企業の対応は、残念ながら

遅れている。　

ハラール・ビジネスという言葉は、今でこそ、

日本国内でも認知されるようになっているが、

数年前まではほとんど知られていなかった２。

「 ハラール」とは、アラビア語で「 アッラーによっ

て禁じられていない」 という意味である。「 合

法的」 と訳されることもある。この反対の意味

の言葉として「 ハラーム」 がある。ムスリムが

豚肉を食べないことやアルコールを飲まないこ

とは日本人にも広く知られている。豚肉とアル

コールは「 ハラーム」 なのである。

　しかし、「 ハラール」 はイスラムの宗教規定

あるいは戒律というか、要するにムスリムでな

い人間、すなわち、ほとんどの日本人には理解

しにくい世界のことである。

　この「 ハラール」 あるいは「 ハラール・ ビジ

ネス」 が日本国内で広がる一つの転機となった

のは、2010年頃から、すなわち、日本企業の進

出先としての中国での様々 なビジネスリスクが

表面化した時期とほぼ同時期である３。この言

葉がさらにブームとなった背景には、2020年オ

リンピックの東京開催が決定したことが挙げら

れよう。政府が推進してきた観光促進策、いわ

ゆるビジットジャパンの起爆剤として、東京オ

リンピック開催を一つの契機として捉えよう、

そして来日するムスリム対応を官民で推進して

いこうという機運が盛り上がったことと関係が

あるといえる。このことを表わす一つの事例と

して、東京オリンピックが決定した2013年、そ

の翌年2014年と『 日本経済新聞』 におけるハ

ラール関連記事数との関連をみてみよう。

　日経紙上におけるハラール関連記事の件数

は、2010年、2011年の５件、2012年の１件から

2013年には16件、2014年には46件と飛躍的に増

加している。川端隆史はこの急増ぶりを「 ブー

ム化の様相を呈した」 と述べている４。

　ハラール・ ビジネスに関する国内外での調査

などもこの頃から件数が増えている。

　また、海外でのハラール・ ビジネスに対する

情報ニーズの高まりを受けて、ジェトロは日本

各地でセミナーを開催し、また海外での調査も

実施して主なイスラム圏諸国での最新情報を国

内で報告している。

　このようなビジネス上のニーズの高まりを背

景に、2014年、千葉県幕張市の幕張メッセ会場

にて、第１回目のハラール専門見本市が開催さ
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れた。今回のエキスポは、会場は台東区浅草に

移されたが、第四回目にあたる。以下の訪問記

は、このエキスポの視察メモをまとめたもので

ある。

２．ハラールエキスポジャパン2017の概要
　主催者によると、開催目的としては、① ムス
リムによる訪日旅行の促進、 ②ハラール製品お
よびムスリム向け商品の輸出の拡大、③日本に
おける多文化共生の実現となっている。

　イベントは、展示商談会、セミナー、ファッ

ションショー、ライブクッキング、ムスリムフ

レンドリーのランキング発表会で構成されてい

た。以下に、展示商談会とセミナーについて報

告する。

ロイヤルグループのハラール弁当の展示商談

５階会場の小間配置図

（ １） 展示商談会：

①会期： 2017年11月21日（ 火）～23日（ 木） 10:00
～17:00

②会場： 東京都立産業貿易センター台東館
４・ ５・ ８階

③ 出展小間113ブースに131社が出展５。出展対
象は、生鮮食材、加工食品、化粧品、ファッショ

ンなどの生産者、輸出入業者、旅行業者、関連

団体、自治体関係等。

④ 来場者数は7,869人。前年度比1,171人増（ 但
し、前年度の会期は２日間）。主催者発表によ

ると、来場者の業種別割合は、一般が46.3％、

商社・ 卸が8.9％、メーカーが8.7％、フードサー

ビスが8.4％、旅行関係が6.3％、官公庁が4.5％、

ファッションが3.8％などとなっている。

　両日ともに、セミナー開催の合間をみなが

ら、日本企業を主に回ったが、インドネシア、

マレーシア、フィリピンなど海外からの出展企

業もあり、特産品であるココナッツ、コーヒー、

ハーブなど熱帯農産物、冷凍マグロなど水産

品、カップ麺など加工食品も展示されていた。

また、これら諸国からの輸入品を展示する国内

の中小企業者も多数出展していた。

　九州からは、福岡県のロイヤル株式会社が、

ハラール弁当を出展していた。製造本部の木村

氏にインタビューすることができたが、博多区

のセントラルキッチンで製造し冷凍処理された

弁当は、系列のリッチモンドホテルで提供され

ているとのことであった。鹿児島からは、ハラー

ルと畜された鶏肉を製造出荷している南薩食鳥

も出展していた。ハラール処理された天草の黒

毛和牛や宮崎の尾崎牛も出展されていた。

　また、セミナー講師としても活躍していた日

本SI 研究所の芝山氏は会場で多くの参加者に

サムライラーメンを試食として提供していた。

試食のスタッフとして頑張っていた女性は、早

稲田大学の４年生で、卒業論文のテーマが「 日

本におけるムスリム対応の現状と課題」 という

ことであった。サムライラーメンは、ビーガン
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対応のレストランをマレーシアのジョホール・

イオンで展開し非常に繁盛しているとのこと。

海外での日本食ブームがハラール対応を求めら

れていることも知ることが出来た貴重な経験と

なった。さらに、ムスリムだけでなくベジタリ

アンをも対象にしたラーメンが世界に羽ばた

き、繁盛していることに驚嘆した。

　また、中小企業の小間だけではなく 、北海道

帯広商工会議所、宮城県「 ハラール対応食普及

推進事業」、千葉市、東京都台東区、とく しま

農林水産物輸出促進ネットワーク、別府市役所

など行政や地域経済団体、さらに東北ムスリム

フレンドリー連合会、両毛ムスリムインバウン

ド推進協議会なども出展し、それぞれの地域で

のハラール食品やムスリム対応のサービスなど

をPR していた。

　海外からの出展小間として、特に重要だと感

じたのは、サウジアラビアからサウジ・ ハラー

ル・センターが広報参加をしていたことである。

王族と言われるシーク氏と話す機会があり、今

後、同機関は世界のハラール認証のレファレン

ス機能をはたしていきたいとのコメントを得

た。そもそも、サウジアラビアはイスラム教の

文字どおり本家本元であり、国内に流通するも

のは全てハラールであることから、国として独

自のハラール認証は持っていない。しかし、今

回、遠路はるばる同センターが日本にPR しに

来たことは同国が日本を重要視しているという

ことを意味する。

　なお、2018年３月にサウジアラビアで開催さ

れるハラールエクスポに日本からミッション団

が派遣される計画があることを確認した。

（ ２） セミナー

22日、23日と計七つのテーマのセミナーが開

催された。筆者が参加したセミナーの概要は以

下のとおり。

① 22日11:00～11:45「 接待、会食、富裕層
インバウンド対応最前線！西麻布くすもとの取

り組み」 講師は西麻布くすもと店主　楠本勝三

氏。

「 く すもと」 は西麻布にある会員制の和食料

理店で、数年前からムスリム富裕層に対してハ

ラール和食を提供している。場所柄もあり、も

ともとは日本企業のムスリムビジネスマンの接

待用のハラール和食の提供が多かったが、最近

は、個人旅行客も増えてきている。ムスリムの

要望や嗜好を研究しながら創作和食に取り組む

姿には頭が下がる。「 みそ汁はどう工夫しても

ムスリムは飲まない、日本人の味の感覚と全く

違う！」「 予約してもドタキャンする客が多い。

最近は、前払いにした」 など、楠本店主による

ハラール和食に取り組んできた失敗談、成功談

が45分にわたり披露された。日本S I研究所の芝山氏と

セミナー会場の光景
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② 22日13:00～14:30「 事例から学ぶムスリ
ムのニーズと対応のコツ」 講師は（ 株） 日本

SI 研究所の飲食事業部 芝山則敬氏、（ 株）

Funfair 取締役　白澤繁樹氏。

　ムスリム対応のセカイカフェを運営するSI

研究所の芝山氏、ビーガン対応のサムライラー

メンの白澤社長によるムスリム客受入れにあ

たっての対応のポイントや集客・ 経営ノウハウ

などの披露と、参加者から事前に提出された質

問に回答するQ&A 形式のやり取りがあった。

　サムライラーメンは、ビーガン対応で現在、

マレーシアで大ブレイク中とのことで、近 、々

ジャカルタにも出展予定の由。参加者からの「 間

違えて豚肉を使った場合にどう対応したら良い

か」 でのやり取りでは、セミナーに参加してい

た国籍不明のムスリムからコメントが寄せられ

るというハプニングも起きた。

③ 23日10:00～10:45「 ビックデータから見
るムスリムの最新動向、観光行動分析について」

講師は（ 株） ワイヤ・ アンド・ ワイヤレス営業

本部インバウンド推進チームの川西哲平氏。

　同社は、訪日外国人向けの無料WiFi アプリ

「 Travel」 を訪日客に提供している。川西氏は、

マレーシア人に特に焦点を当てて、彼らの行動

から得られるビッグデータを分析し、解説した。

このビッグデータの分析はとても興味深かっ

た。東南アジアの旅行者の平均年齢は20代で

SNSやインターネットのリテラシーが高い。

台湾人との比較も行い、マレーシア人は食事が

できるところを探して移動していることが明ら

かにされた。

④ 23日15:00～15:45「 ムスリム集客のノウ
ハウを大公開」 訪日ムスリムの４人に１人が見

るメディアとされているHalal Media Japan

の山崎寛斗氏から訪日ムスリムの行動パターン

とそれに対応し成功している例など紹介され

た。各店舗ともムスリム客の集客に工夫がみら

れた。

３．おわりに

　なお、会場の一角ではムスリム衣装のファッ

ションショー「 Tokyo Modest Fashion Show」

が開かれていた。日本国内での開催は珍しい。

日本人デザイナーによるムスリム衣装は、やは

り色使いなどがイスラム圏や欧米出身のデザイ

ナーとは違うような印象を持った。

　主催者の報告によると、来場者のうち日本人

が78.5％。海外からの来場者は全体の21.5％で、

出身国・ 地域は25カ国とされている。主な国と

してはインドネシア、マレーシア、タイ、シン

ガポール、フィリピン、パキスタンと続いてい

る。この中には、日本国内在住のムスリムも多

く含まれている。会場にはムスリム衣装に身を

包んだ女性も大勢いた。言葉からインドネシア

人、マーレーシア人と思われる女性が多かった。

しかし、中には、ムスリム衣装の日本人のムス

リムもいた。会場では、パキスタン人の御主人

を持ち千葉に居住しているという女性と知り合

うことができた。ムスリム衣装をまとった日本

人女性に会うのは初めてであり、時代は変わっ

たものだと感じた。この女性とは今後も国内の

ムスリム社会について、様々 な情報交換をした

いと考えて福岡に戻ってきた。

2020年東京オリンピックに向けて、ムスリム

対応が着々 と進んでいることを実感できた貴重

な機会となった。日本への訪日外国人客は、

ムスリム用衣装のファッションショー
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2003年にはわずか500万人であったが、2013年

には1,000万人を突破。その後は毎年急増し、

2017年は10月半ばにすでに昨年の実績2,404万

人を突破している。年内にも2,500万人突破は

確実とみられている。イスラム圏からの訪日客

も増加の傾向にあり、日本人のおもてなしの心

を全ての外国人に届けたいという企業の方 の々

熱い心が伝わってくるイベントだった。

【 注】

１　Pew Research Center , “ The Future of 
the Global Muslim Population, 2011”
http://www.pewforum.org/2011/01/27/

t h e-f u t u r e-of -t h e-g l oba l -m u sl i m -

population/,

２　日本企業の間で「 ハラール」 という言葉が

広く知られる契機となったのは、2001年にイ

ンドネシアで発生した「 味の素ハラール事件」

であると、川端隆史は述べている。川端隆史

（ 2015）『 ハラール・ ビジネスのブーム化と課

―題 マスメディアの論調から読み解く 』 中東

研究2015年度VOL. Ⅰ, 公益財団法人中東調

査会。ちょうど、筆者のジャカルタ駐在時の

事件であり、味の素の現地法人幹部が逮捕さ

れるなど、現地でも大きく取り上げられた。

３　 チャイナリスクへの対応の一つとして、

チャイナ＋１という言葉が広く普及したのも

この頃である。

４　川端隆史（ 2015） 同上書。

５　但し、インドネシア西ジャワ州の商業省の

ブースには中小企業が複数社とりまとめて出

展。フィリピンも商工省輸出マーケティング

局が11小間に中小企業を出展させていた。


